



































































































































































































































































中国、インド、ロシア 31 19 65
東南アジア、中南米、東欧、中東 26 50 20
北米、ヨーロッパ、日本 10 ４ 76




















































































サムスンは2009年、新入社員の入門教育50周年を迎え、“We are Value 
Creators with Commitment Creativity and Collaboration” というスローガン
を掲げて、それまでの人材像を新しく作り直した。21世紀にサムスンが
追求する人材像は、次の３つである。
① 情熱と没頭17）で未来に挑戦する人材（People who challenge the future 
with passion and flow）、
② 学習と創意で世界を変化させる人材（People who will change the 
world by learning and creativity）、
③ オープン・マインドでコミュニケーションをとり、コラボレーショ






























































































































































































































































































ヒーナン（David A. Heenan）とパールミュッタ （ーHoward V. Perlmutter）の
EPRGモデルに照らし合わせてみると、若干疑問が残る。
EPRGモデルとは、本国本社志向（E, ethnocentric）、現地志向（P, 
polycentric）、地域志向（R, regiocentric）、世界志向（G, geocentric）の
４つのプロファイルへの類型化をしたものである。パールミュッターら
は、先述の４つのタイプのいずれを選択するかは優れた経営者の姿勢
（Attitude）によるものであるため、企業の現実的な多国籍化のプロセスは
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Ｅ→Ｐ→Ｒ→Ｇという順序を踏んで進むものではないとしている。
しかし、方向性の観点からすると、地域専門家制度は現地志向である
が、フィードバックを行う際に、ややもすると、むしろ本国本社志向をよ
り強めてしまいかねない。
サムスンの平社員からはじめ、CEOまで40数年間勤めた元サムスン
人力開発院院長のソン・ウク氏は2013年６月28日、高麗大学での特講を
行った際の話しのなかで、サムスンの人材マネジメントの在り方のすべて
を語っている。
「サムスンの変化とイノベーション」というテーマで、サムスンがグ
ローバル企業へ跳躍できた背景として、管理のサムスンから戦略のサムス
ンへ発展してきた。次なる段階として、創意のサムスンが完成しなければ
ならない30）。
それは、３代目と目されている李在鎔サムスングループ副会長の時代に
なるのか。
注
１）山崎勝彦（2010）『疑人用いず、用人疑わず―サムスン創業者・李秉喆伝』日
経BP社、p.14より参照。
２）2005年当時、サムスンの人材育成の中枢である人力開発院常務であった申泰均
は、「人材第一の哲学と教育システム」『サムスンの研究―卓越した競争力の根
源を探る』日経BP社、p.199において、「サムスンでは21世紀の環境変化に生
き残るための戦略として、変化（Change）、挑戦（Challenge）、コラボレーショ
ン（Collaboration）という３つのCをキーワードとして掲げている。」と述べて
いる。
３）ダイバーシティの基本概念は、個々人の違いを尊重して受け入れ、組織に平等
に参加させ、その能力をフルに発揮させるということである。これらを実行す
ることにより、組織のパフォーマンスを向上させることがダイバーシティの目
的である。
４）1987年11月19日李秉喆会長死去により、同日開かれた三星社長団会議にて当
時の李健熙副会長（当時46歳）が第二代会長に推戴され、同年12月１日に就任。
入社以来21年間父・李秉喆会長より手厳しく帝王学を学んだ。
５）「ビジョン2020」とは、以下のことである。2009年11月１日、サムスン電子が
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創立40周年を迎え、2020年までに売上高4,000億ドルを達成し、ICT産業で名
実ともに世界一、グローバル10大企業に跳躍すると高らかに宣言した。また
サムスン電子は、目標実現のため、テレビ、携帯電話、半導体、LCD（Liquid	
Crystal	Display、液晶ディスプレイ）の世界シェアを拡大する一方、バイオ、
環境、エネルギー、太陽電池、ヘルスケアなどを新たな主力事業として本格的
に育成する方針のことである。さらにサムスン電子は、「ビジョン2020」の達
成に向け、内部的にオープン・イノベーションと創造的組織文化を、外部的に
はコンバージェンス時代の新樹種事業の発掘を、それぞれソリューションとし
て提示した。
６）1995年当時、通話不良で不満の多かった携帯電話をすべてリコールすること
を指示した。このことで、韓国のICT産業史上にも有名なエニーコール（当時
のサムスンの携帯電話ブランド）火葬式という一大事件が起きたのである。こ
の火葬式では500億ウォンに達する製品が煙とともに一瞬で灰になってしまっ
た。これはサムスンの品質経営に対する強力な意志を象徴する重要な事件で
あった。
７）サムスンテックウィンの当時の部長が、減価償却をして帳簿価額が０である有
休設備を取引先に売却し２年間97億ウォンを横領した事件。
８）『毎日経済新聞』電子版、2013年５月29日を参照・引用。
９）サムスンの新入社員のTOEICの成績は900点（足切り点数）だと言われる。
10）『朝鮮日報』電子版、2013年３月14日、『中央日報』電子版、2013年３月14日
を参照。
11）李明博前大統領は、2007年の選挙公約のひとつとして、「高校多様化300プロ
ジェクト」を発表していた。本プロジェクトは、韓国全国の2,000余りの高等
学校の一部を、寄宿型公立高校150校、自立型私立高校100校、マイスター高
校50校など、特長のある高校に切り替えるものである。大統領就任後の2008年
に韓国教育科学技術部は、「韓国型マイスターによる育成基本計画」を発表し
た。2010年12月、サムスン電子と教育科学技術部は、マイスター高校生（2013
年２月、最初の一期生が卒業）をサムスン電子の正規職として採用するための
産学協力MOU（Memorandum	of	Understanding、了解覚書）を締結した。サ
ムスン電子は、マイスター高校一年生100人を奨学生として選抜し、奨学生は
２年間、奨学金500万ウォンの支援を受ける。夏冬の休み期間中には工場実習
（在学中は３回）があるだけではなく、学期中も実務的なカリキュラムと企業
から派遣された教師による特講などを通して、現場で必要な能力を養う。さら
に、マイスター高校を卒業した新入社員には、昇級優待規定を用意し、入社後
も社内大学等への入学機会を与える。
12）申元東、前坂俊之（監修）、岩本永三郎（訳）（2010）『サムスンの最強マネ
ジメント』pp.50-56、『日経産業新聞』、グローバル人材育成モデル（４）サ
ムスン「地域専門家制度」、2011年10月６日、PHPビジネスオンライン衆知、
片山修「日本企業がサムスンに学ぶべき「グローバル戦略」」、2012年８月
７日＜http://shuchi.php.co.jp/article/1090＞（2013年７月13日）、日本サムス
ンのホームページ、人材育成―地域専門家制度＜http://www.samsung.com/jp/
recruit/life/person.html＞（2013年７月13日）などを参照。
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13）『韓国経済』電子版、「企業のグローバル成長、海外の人材確保、文化の違いの
克服にかかっている」2013年７月17日を参照。
14）『韓国経済』電子版、2012年11月21日、［サムスン疾走リードした ‘李健熙の
経営学’］（中）を参照・引用。
15）日本サムスンのホームページ、人材育成―サムスンの人材育成＜http://www.
samsung.com/jp/recruit/life/person.html＞（2013年７月13日）を参照。
16）サムスン人力開発院のホームページ、教育体系の紹介―人材育成哲学＜http://
hrd.samsung.co.kr/sub2_1.html＞（2013年７月14日）を参照。
17）韓国語を日本語に訳すと没頭という意味になる。ただ、人力開発院のホーム
ページの英語バージョンの没頭に当たる単語がflowとなっている。意味から英
語を考えるとflowではなく、driveとの表現がより的確に思われる。よって、そ
こから日本語訳を考えると、没頭よりも、推進力または迫力の方が意味が伝わ
りやすい。
18）申泰均（2005）「人材第一の哲学と教育システム」『サムスンの研究―卓越した
競争力の根源を探る』日経BP社、pp.203-204より参照。
19）同書、pp.204-205、サムスン人力開発院のホームページ、教育体系―人材育
成戦略＜http://hrd.samsung.co.kr/sub2_3.html＞（2013年７月13日）、片山修
（2011）『サムスンの戦略的マネジメント』PHP研究所、pp.157-159を参照。
20）張相秀（2005）「サムスンの人事評価・報酬制度」『サムスンの研究―卓越した
競争力の根源を探る』日経BP社、p.216を参照。
21）詳しくは、片山修（2011）、前掲書、pp.189-194を参照されたい。
22）『韓国経済』電子版、「サムスン成果給、悲喜こもごも―サムスン電子無線事業
部4,000万ウォンVSサムスントータル０ウォン」2013年１月29日を参照。
23）『韓国経済』電子版、「若くても、能力さえあれば役員になった」2012年12月
７日を参照。
24）『韓国経済』電子版、「若いサムスン、新任役員へのパスワードはG・L・O・
R・Y」2012年12月８日を参照。	
25）サムスン電子は2000～2001年、2004～2005年に「グリーン経営報告書」、2006
～2007年「環境／社会報告書」、そして2008年より毎年「持続可能経営報告書」
をそれぞれ発行している。
26）サムスン電子「2012年持続可能経営報告書」p.58を参照。
27）マービン・バウワー、平野正雄（訳）（2004）『マッキンゼー経営の本質―意思
と仕組み』ダイヤモンド社、p.32を参照。
28）同書、p.50を参照。
29）詳しくは、サムスン電子「2010年持続可能経営報告書」p.12を参照されたい。
30）『韓国経済』電子版、「ソン・ウク前会長が述べるサムスンの成功要因」2013年
６月28日を参照。
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